（参考）建築部の沿革
昭和23年９月　　地方自治法の改正により、建築部が新設され、建政課、指導課、住宅課、営繕課、特別営繕課の５課を新設。

昭和24年１月　　特別営繕課を廃止。

昭和30年６月　　住宅課を住宅建設課と住宅管理課の２課に分割。

昭和31年11月　　地方自治法の改正により、指導課所管の建築基準法施行事務を大阪市に移管。

昭和34年７月　　住宅計画課及び宅地課を新設。

昭和35年７月　　企業局の設置により、住宅計画課と宅地課の２課を企業局へ移管。

昭和37年５月　　住宅開発課及び特別営繕室を新設。

昭和40年４月　　建政課を建築総務課に改称し、同課に工事検査室を新設。

昭和42年４月　　市街地建築課を新設。指導課を建築指導課と改称。

昭和43年４月　　万国博覧会建築審査室を新設。

昭和44年４月　　特別営繕室を廃止し、営繕課を営繕工事課と営繕計画課の２課に分割。

昭和45年４月　　新都市計画法の施行に伴い開発指導課を新設。

昭和45年11月　　万国博覧会建築審査室を廃止。

昭和47年４月　　住宅開発課に住宅用地室を、住宅管理課に建替事業室をそれぞれ新設。

昭和49年４月　　住宅開発課を住宅政策課に、市街地建築課を建築振興課に改称し、市街地整備課を新設。住宅管理課の建替事業室を建替事業課として新設。
昭和51年４月　　土木部都市整備局の設置により再開発業務を都市整備局へ移管。市街地整備課を住宅政策課に統合。住宅政策課の住宅用地室及び建替事業課を住宅建設課に統合。営繕設備課を新設。

昭和53年４月　　建築総務課を建築監理課に改称し、同課の工事検査室を廃止。府内９ヶ所に住宅管理課の分室を新設。営繕計画課、営繕工事課及び営繕設備課を廃止し、営繕室を新設。

平成10年４月　　企画調整部から企画室の一部、土木部から総合計画課、都市整備課を加え、建築部を建築都市部に再編。建築監理課を建築都市総務課、住宅政策課を住宅まちづくり政策課、都市整備課を都市整備推進課、住宅建設課を住宅整備課、営繕室を公共建築室と改称。また、府営住宅管理業務の大部分を（財）大阪府住宅管理センターに委託し、府内９ヶ所の分室を廃止。

平成11年５月　　開発指導課の土地対策室を廃止し、業務を総合計画課へ移管。
平成12年４月　　公共建築室内に計画課、特別建築課、一般建築課、住宅建築課、設備課を設置。

平成14年４月　　企業局から水と緑の健康都市建設課、箕面整備事務所を移管設置。

建築指導課と開発指導課を再編、建築振興課の一部を業務移管し、建築指導室を設置し、室内に建築企画課、審査指導課、監察課を設置。

平成17年４月　　水と緑の健康都市建設課の機能を箕面整備事務所に一元化し、所管課を都市整備推進課に変更。住宅経営室を新設し、室内に住宅企画課、住宅整備課、住宅管理課の３課を設置。
平成18年４月　　企業局の廃局に伴い「阪南スカイタウン事業」「りんくうタウン事業」等を引き継ぎ、建築都市部を住宅まちづくり部に再編。総合計画課を都市整備部に移管するとともに、建築都市総務課を住宅まちづくり総務課、住宅まちづくり政策課を居住企画課、都市整備推進課を市街地整備課、建築指導室監察課を建築安全課と改称し、タウン推進室を設置。 
平成20年４月　　タウン推進室を管理課、誘致分譲課、整備課の３課体制に再編。

平成21年４月　　市街地整備課及び箕面整備事務所を都市整備部へ移管。公共建築室内を計画課、一般建設課、住宅建築課、設備課に再編。

平成22年４月　　住宅経営室内を経営管理課、住宅整備課、施設保全課に再編。

平成24年４月　　大都市まちづくり推進室を設置。

平成25年４月　　大都市まちづくり推進室を都市空間創造室に改称。タウン推進室をタウン推進局に改称し、誘致分譲課と整備課を誘致整備課に再編。

平成26年４月　　建築防災課を設置。

平成27年４月　　住宅施策にかかる企画機能の住宅まちづくり総務課への移管に伴い、居住企画課を都市居住課に改称。住宅整備課を住宅経営室から公共建築室に移管し、住宅設計課に改称。

令和２年４月　　住宅設計課を公共建築室から住宅経営室に移管し、住宅整備課に改称。

都市空間創造室及びタウン推進局を統合し、まちづくり戦略室を設置。

令和３年４月　　住宅施策にかかる企画機能の都市居住課への移管に伴い、都市居住課を居住企画課に改称。

令和３年10月　　府市共同の内部組織である大阪都市計画局の設置に伴い、まちづくりに関する業務を大阪都市計画局へ移管し、まちづくり戦略室を廃止。

令和３年11月　　まちづくり戦略室の移管に伴い、住宅まちづくり部を建築部に改称。
令和４年３月　　都市整備部及び建築部の統合に伴い、建築部を廃止。
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